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所属名

令和５年度主要事業実績

福祉関係主要事業報告

健康福祉政策課

（単位：千円）

事業名 事業内容 実績額

災害時要援護者支援経費 18,954

　民生委員・児童委員、主任児童委員の欠員補
充のため88人を委嘱した。
　※令和5年度末の充足率：89.5％（令和4年
度末から3ポイント上昇）
　また、市主催による新任者研修会等に加え、
市民児協との共催で研修を実施した。（計６
回）
　そのほか、市民児協理事会に参加し、民生委
員活動に関する情報共有を行うともに、関係
機関等とともに民生委員・児童委員の負担軽
減に向けた検討・協議を行った。

民生委員活動等経費 148,454

462孤独・孤立対策経費 　孤独・孤立対策を推進するため、NPOが主催
する「火の国会議」に毎月参加し、NPOその他
関係機関等との情報共有及び意見交換を通じ
た連携強化をはじめとして、以下の取組を行っ
た。
　○孤独・孤立問題の普及啓発
　　・リーフレット配付
　　　配布数：4500部
　　  配布先：庁内課22箇所、孤独・孤立プ
　　ラットフォーム参画18団体、地域包括セン
　　ター、市社協、民生委員等
　　・市ホームページ、市政だより、テレビ等
　　　による広報
　　・市民向けシンポジウムの開催
　　（100人程度動員）

　○孤独・孤立対策に係る国との連携強化、
　　 情報収集
　　・内閣府からの視察受入れ
　　・国による「つながりサポーター養成検
　　　討委員会」オブザーバーとしての参加
　　・国主催のシンポジウムへの登壇　等

　避難行動要支援者のうち、「熊本市災害時要
援護者避難支援制度」未登録の方へ登録勧奨
を実施。令和5年度は、要介護認定3～5の高
齢者及び身体障害者手帳1、2級を所持してい
る方約2,500人に対し登録勧奨を行い、約
260人の新規登録につながった。
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所属名

福祉関係主要事業報告

健康福祉政策課

令和５年度主要事業実績（つづき） （単位：千円）

実績額

校区社協行動計画策定 19,000

事業名

支援経費

　校区社会福祉協議会の行動指針である「校
区社協行動計画」の策定支援・進捗確認（校区
ごとの課題整理や対応策の検討等）を行い、住
民主体の地域福祉活動の活性化を推進した。
　令和5年度は、座談会の開催やアンケート実
施など校区に応じた手法で19校区社協の行
動計画の策定支援を行うとともに、令和4年度
以前に行動計画策定済の校区社協について、
その後の取組状況の把握・評価を行った。

事業内容

電力・ガス・食料品等価格 　電力・ガス・食料品等の価格高騰に伴う経済
対策として、住民税非課税世帯等に対し、1世
帯あたり合計10万円相当の重点支援給付金
を支給するとともに、18歳以下の児童1人あ
たり5万円を支給した。
　【支給実績】
　　・住民税非課税世帯等向け重点支援給付金
　　（3万円）：98,519世帯
　　・住民税非課税世帯向け重点支援給付金
　　（7万円）：89,446世帯
　　・住民税均等割のみ課税世帯向け重点支援
　　給付金（10万円）：10,035世帯
　　・支給額合計：10,683,590千円（こども
　　加算含む）

11,064,924

高騰重点支援給付金給付

事業
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所属名

令和５年度主要事業実績

福祉関係主要事業報告

保護管理援護課

（単位：千円）

事業名 事業内容 実績額

生活保護法施行事務監査 483

事業

　熊本市管内の５福祉事務所に対し、監査事務
を定期的に実施することで、生活保護の濫給、
漏給の防止を図った。

※被保護世帯数

　中央：4,095

　　東：2,919

　　西：1,821

　　南：1,258

   （令和6年3月時点）

　　北：1,938

　合計：12,031世帯 （14,696人）

１．委託業者による点検審査業務を行い、レセ
プト点検の充実を図った。電子レセプトを活用
し、医療扶助の適正化を図った。
　・向精神薬重複処方者へ適正受診指導
　・後発医薬品の使用促進
　・医療機関、薬局、被保護者への周知

2．他法他施策活用促進策の１つとして、年金
受給調査・相談を専門業務とする年金調査員
を配置し、年金受給の支援を行った。

生活保護適正実施推進 17,511

経費

   保護開始時の関係先調査の実施状況

　　　　　　実数　　  2,079ケース

３．資産の保有状況を調査・把握し、資産活用
の徹底を図った。
　・ 保護新規申請時に資産調査
　・ 課税状況調査の実施
　・ 資産申告書を年に1回徴取

　　調査延べ件数　　58,003件
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所属名

福祉関係主要事業報告

保護管理援護課

令和５年度主要事業実績（つづき）

事業内容

（単位：千円）

事業名 実績額

・CW全国研修会　　　　　　Web会議

経費（つづき）

生活保護受給者等就労

　・新規支援者：360人

　・新規支援者のうち、就労を開始した者：

　就労支援を専門業務とする就労支援員を配
置し、保護受給世帯の自立を助長。

※1２人体制
（内訳）中央4人、東３人、西２人、
            南1人、北2人

支援事業

・自立支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ推進事業説明  資料配布

・新任CW研修　　　　　集合研修

36,113

・面接相談員研修　　　　　　　資料配布

・日常生活自立支援員研修　　　資料配布

・学習支援事業説明   　　　　　資料配布

・新任CWハローワーク研修　　集合研修

　　229人

　・新規支援者の就職率：63.6％

４．専門研修等により高度で専門的な知識及び
技術の習得に取り組んだ。

【厚生労働省主催】

・新任査察指導員研修　　　　書面会議

生活保護適正実施推進

・就労支援員全国研修会　　  Web会議

・監査職員研修　　　　　　　書面会議

【市主催】

・査察指導員研修　　　　　　書面会議
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所属名

福祉関係主要事業報告

保護管理援護課

令和５年度主要事業実績（つづき）

  ※生活困窮者対象

事業名

　※生活保護受給者対象

126,925

事業内容

（単位：千円）

実績額

　・入所者実数　　　　　　　：９人

　・支援した延入所日数　：６１７日

3．住居のない生活困窮者に有期にて宿泊場
所・衣食の提供を行う一時的な宿泊施設を確
保し、必要な生活支援を行う「一時生活支援事
業」を実施した。

生活困窮者自立支援

事業

②生活困窮者就労準備支援事業

１．委託により、貧困の連鎖を解消することを
目的とした「熊本市こどもの学習支援事業」を
実施した。
※支援者総数：66人
（うち、最後まで支援を続けられた中学3年生
２８人全員が高校へ進学した。）

２．NPO法人への委託により、被保護者、生活
困窮者の社会的な自立を目的とした「自立支
援プログラム推進（社会参加活動等）事業」「就
労準備支援事業」を実施した。

①自立支援プログラム推進（社会参加活動等）
事業

　・参加者数　　　　　　　：４１人

　・就職決定者数　　　　：２２人

　・参加者数　　　　　　　：１８人

　・就職決定者数　　　　：１０人
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所属名

福祉関係主要事業報告

保護管理援護課

令和５年度主要事業実績（つづき）

【参考】 R2年度 953 人

R3年度 369 人

R４年度 136 人

事業内容

②家計改善支援事業

　・相談受付延べ件数：　　　 3,965件

　・新規相談者数　　：　　　 1,336人

　　（うち、要支援者数　　 　３３６人）

　・プラン作成件数　：　　　　 ２２７件

生活困窮者自立支援 ４．熊本市社会福祉協議会への委託により、生
活困窮者が困窮状態から早期脱出できるよう
に包括的な相談支援を行う「自立相談支援事
業」、家計に関する相談支援・必要な資金貸付
の助言・家計への指導を行う「家計改善支援事
業」を実施した。

（単位：千円）

事業名 実績額

住宅支援給付事業 3,519

　・家計相談支援決定者数：　　　２８人

　・プラン作成件数：　　　　　　　　５５件

　離職者であって就労能力及び就労意欲のあ
る方のうち、現在、住居を失っている方または
失う恐れのある方に対し住宅給付の支給を
行った。新型コロナウイルス感染症の影響を受
け、要件緩和が行われた令和2年度をピークに
支援決定者数が激増したが、令和5年度から
の要件緩和終了により、現在はコロナ禍以前
の数に戻りつつある。

　支援決定者数：16人

事業（つづき）

※「自立相談支援事業」には、離職者であって
就労能力及び就労意欲のある方のうち、現在、
住居を失っている方または失う恐れのある方
に対する住居確保給付金の支給業務及びホー
ムレス巡回相談業務も含む。

①自立相談支援事業

　・相談受付延べ件数：　 11,277件
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所属名

福祉関係主要事業報告

保護管理援護課

令和５年度主要事業実績（つづき）

中央区： 31件

東区： 9件

西区： 24件

南区： 15件

北区： 10件

保護管理援護課： 1件

計： 90件

（非常食の支給件数）

（単位：千円）

　平成30年3月以前に生活保護の受給を開始
した世帯で、要配慮者が世帯内におり、故障も
含めエアコンを1台も所持していないうえに、
生活保護の一時扶助を受けられない方に対
し、エアコンの設置費用を助成した。

8,063エアコン設置助成経費（新規）

事業名 事業内容 実績額

警察との連携協力体制 　被保護者のうち処遇困難ケースへの同行訪
問や窓口対応、警察との連絡調整、告発・被害
届の提出に向けた相談を行った。

8,710

※相談員３人体制
　（内訳）中央１人、東1人、西１人

強化事業

　令和５年4月から１人増員し西区へ配置。

　中央:13台　東：８台　西：６台　南：4台
　北：６台　保護管理援護課：３台

　生活保護申請者・受給者のうち窮迫し食料の
手持ちがない方へ支給する非常食を購入した
ほか、ケースワーカーの負担軽減を図るため、
業務支援のためのタブレット端末を配備した。

（タブレット端末の配備件数）

生活保護業務支援経費 8,674

（拡充）

　中央:48件　東：27件　西：8件　南：45件
　北：15件
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所属名

令和５年度主要事業実績

地域支え合い型サービス 　住民主体による生活支援サービスを創出・支
援することで、現在の介護保険サービスでは
対応できない多様なニーズを補完し、自立した
生活を支援した。
○通所・訪問・移動支援サービスに対する設
立・運営支援

15,446

の推進

福祉関係主要事業報告

高齢福祉課

（単位：千円）

事業名 事業内容 実績額

地域包括ケアシステム 　地域包括ケアシステムの中核的役割を担う地
域包括支援センターの運営や、地域包括ケアシ
ステムの趣旨等について広く市民へ周知する
取組を実施した。
○介護予防ケアマネジメント業務
○総合相談支援及び権利擁護業務
○包括的・継続的ケアマネジメント支援業務
○生活支援コーディネーターを中心とした地
域資源開発及びネットワーク構築
○住民主体の介護予防活動や生活支援サービ
ス、自立支援に向けた取組の広報
○熊本市・区地域包括ケアシステム推進会議の
開催等

832,868

推進経費

31,697　認知症疾患医療体制の構築や認知症高齢者
を地域で見守る仕組みづくり、認知症に対す
る理解浸透等を推進した。

○認知症サポーター養成講座の開催等
○一般病院職員・かかりつけ医・薬剤師・歯科
医師向け研修の実施
○認知症コールセンターの運営
○認知症疾患医療センターの指定
○認知症初期集中支援チーム及び認知症地域
支援推進員の配置等

認知症関連事業

介護予防事業の推進 　高齢者ができる限り要介護状態等にならず、
いつまでも健康で活動的な生活を送ることが
できるように、介護予防事業を実施した。

○一般介護予防事業「くまもと元気くらぶ」の
活動支援
○短期集中予防サービスの実施

80,495
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所属名

福祉関係主要事業報告

高齢福祉課

令和５年度主要事業実績（つづき）

　ロアッソ熊本等と連携し、介護予防のイメー
ジを変え、健康への関心が低い人も参加したく
なるような新たな取組を実施した。

〇理学療法士等の監修による運動プログラム
　（ロアッソ・ウェルネス・プログラム）の開発
〇同プログラムを使った健康教室の開催等

民間活力を活用した 37,000

健康づくり事業（新規）

熊本市成年後見センターの体制を強化し、保
健、医療、福祉と司法を含めた「権利擁護のた
めの地域連携ネットワーク」の整備を推進し
た。

〇熊本市成年後見支援センターの運営
〇受任者調整会議の開催等

（単位：千円）

事業名 事業内容 実績額

（拡充）

連携ネットワーク経費

19,400権利擁護のための地域
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所属名

令和５年度主要事業実績

　 　 　 　

福祉関係主要事業報告

介護保険課・介護事業指導課

（単位：千円）

事業名 事業内容 実績額

介護職員処遇改善加算等 　介護事業所等に対し、加算の仕組みや取得方
法の説明、加算算定要件を満たすために必要
となる方策の構築等について研修・助言・指導
などの支援を行った。（国補助10/10 ）
・事業者向け説明会の実施 1回 R６.11.１３
・　　　      〃　　　　 の動画配信 R６.1０.2～
　（再生回数４２回、R6.3.15時点）
・専門家派遣　65事業所、74回

5,134

の取得促進支援事業

16,908

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

468,220

・自立支援型ケアプラン作成に向けたリハビリ
テーション専門職派遣事業の実施
・ケアプラン点検による利用者の自立支援の促
進
・自立支援型ケアマネジメントを促進するため
の地域ケア会議の実施

　「熊本市高齢者保健福祉計画・介護保険事業
計画」（くまもとはつらつプラン）に基づいて、
社会福祉法人等が行う社会福祉施設の整備に
要する費用の一部を補助することにより、高齢
者に対する福祉サービスを提供するための基
盤整備を行った。

・介護老人福祉施設　1施設
・地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介
護　1施設
・認知症対応型共同生活介護　2施設
・小規模多機能型居宅介護　1施設

　 　

　 　

　 　

自立支援・重度化防止

老人福祉施設整備費助成

の推進

地域密着型サービス事業 　地域密着型サービス事業所について、整備計
画に基づく指定を行うとともに、必要に応じて
指導監督を行い、適切な運営の確保を図った。
・地域密着型サービス運営委員会の開催
・集団指導、運営指導等の実施

144

所の指定及び指導 　
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所属名

令和５年度主要事業実績

福祉関係主要事業報告

障がい福祉課

（単位：千円）

事業名 事業内容 実績額

相談支援事業経費 214,154　障がい者が、自立した日常生活、社会生活を
営むことができるよう、熊本市障がい者相談
支援センターで障がい者等からの各種相談に
応じ、必要な情報提供及び助言等を行った。
・センター設置数：9か所（西区1か所、それ以外
の区は2か所）
・延利用者数：24,750人
・支援件数（支援内容別）：46,754件

532,635

　障害福祉サービスとして、在宅で必要な介護
や短期間の入所等の支援を行う「訪問系サー
ビス」、日中に作業所等に通所して、訓練や就
労に関する支援等を行う「日中活動系サービ
ス」、入所施設等で、相談や日常生活上の支援
を行う「居住系サービス」を行った。
　それぞれのサービスには、日常生活上、継続
的に必要な介護支援等が受けられる「介護給
付」と、地域で生活を行うために必要な訓練や
就労に関する支援を受けられる「訓練等給付」
がある。また、障がい児のためのサービスとし
て「障害児通所支援」を行った。

○居宅介護給付費（訪問系サービス事業）

　・延べ利用者数：10,976人

障害福祉サービス事業

4,265,005

1,471,937

1,845,315

○就労継続支援給付費（日中活動系サービス事業）

○施設入所支援給付費（居住系サービス事業）

　・延べ利用者数：9,150人

○共同生活援助給付費

　・延べ利用者数：31,026人

2,198,477

　・延べ利用者数：18,217人

　・延べ利用者数：11,931人

○児童発達支援給付費（障害児通所支援事業）
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所属名

福祉関係主要事業報告

障がい福祉課

令和5年度主要事業実績（つづき）

　児童発達支援センターを拠点とした地域の
障がい児の療育体制を確保するため、令和元
年度から、児童発達支援センター等機能強化
事業を開始している。令和５年度からは、新た
に北区にも機能強化員を配置し、療育機関の
連携強化を進めるとともに、地域の療育支援
の質の向上を図った。

機能強化事業（拡充）

児童発達支援センター等 18,285

（単位：千円）

成年後見制度法人後見

　障がいのある人に対する偏見や差別意識を
無くし、相互理解を深めるため、障がいに対す
る正しい知識と理解の普及啓発を推進した。
・障がい者サポーター研修：37回開催
・受講者数：1,886人

事業内容事業名 実績額

障がい者理解促進事業 2,207

　成年後見等の業務を適切に行うことができ
る法人を支援するとともに、認知症や障がい
などによって判断能力が不十分な方の権利や
財産を保護する「成年後見制度」の担い手とし
て、身近な地域住民の感覚を活かしたきめ細
やかな支援を行う「市民後見人」の養成を行っ
た。
・市民後見人養成講座　修了者数：５人
・市民後見人養成講座フォローアップ研修（3
回開催） 受講者数：3５人

　「熊本市障がい者就労・生活支援センター」を
活用し、障がい者の就労支援、定着支援、生活
支援を図るとともに、求人開拓にも取り組ん
だ。
・支援対象登録者数：1,2４８人
・相談支援件数：6,780件

障がい者就労・生活支援 15,900

センター事業

28,868

支援事業

障がい者差別解消推進 195

経費

　障がいを理由とする差別の解消を図るため、
障がい者サポーター研修等を通じて市民の関
心を深め、障がいに対する理解の啓発を行っ
た。

12



所属名

令和５年度主要事業実績

障がい程度審査委員会 　身体障害者手帳の認定を行うにあたり、特に
専門的知識及び技術を必要とする事項につい
て審査を行う機関として、障がい程度審査委
員会を設置し、審査の適正化及び迅速化を
図った。

　令和5年度実績
　　　単価　 　１０，９７０円
　　　件数　　 　　　　 81件
　　　合計　888，570円

889

開催経費

障がい者福祉相談所 　熊本市障がい者福祉相談所において、障が
い者の自立支援、社会参加のために、補装具
及び更生医療などの判定や身体障害者手帳・
療育手帳の交付決定等とともに、身体障がい
者及び知的障がい者に係る専門的な知識・技
術を必要とする相談・指導を行った。

17,494

管理運営経費

福祉関係主要事業報告

障がい者福祉相談所

（単位：千円）

事業名 事業内容 実績額

1,306 件

27,451 人

1,177 件

851 件

療育手帳判定件数 新規 54 件

（知的障がい者） 再判定 167 件

8,221 人

111 件

3 件耳鼻科外来相談件数

身体障害者手帳新規交付件数

身体障害者手帳所持者数

更生医療判定件数

補装具判定件数

療育手帳所持者数

整形外科外来相談件数
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所属名

令和５年度主要事業実績

精神保健研究・啓発事業 651　精神保健及び精神障がいに関する正しい知
識や権利擁護についての普及啓発を行った。
また、精神保健福祉事業従事者や医療機関等
への技術支援を行った。

　精神保健及び精神障がい者の福祉に関する
相談機関として、こころの健康相談から精神医
療に係る相談、社会復帰相談などの様々な相
談を受け付けた。

福祉関係主要事業報告

こころの健康センター

（単位：千円）

事業名 事業内容 実績額

精神保健相談支援事業 6,889

○普及啓発

実施回数

参加者数

実施回数

参加者数

市民向け講演会

当事者及び家族向け
講座

11回

2,299人

81回

316人

新規 308

継続 85

新規 1,496

継続 6,845

新規 19

継続 11

新規 46

継続 165

8,975件合計

来所

電話

訪問

メール・
手紙

393件

8,341件

30件

211件

○教育研修

実施回数

参加者数

精神保健福祉業務
従事者等への研修
会

21回

4,611人
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所属名

福祉関係主要事業報告

こころの健康センター

令和５年度主要事業実績（つづき）

精神医療審査会等事務 16,439

経費

　精神障がい者の人権に配慮しつつ、その適正
な医療及び保護を確保することを目的とした
精神医療審査会の運営等を行った。

　ひきこもり問題の専門職員を中心としたきめ
細やかな支援や関係機関との連携により、ひ
きこもり者の社会参加を促すひきこもり地域
支援センターの運営を行った。

ひきこもり地域支援セン 19,246

ター事業

精神保健研究・啓発事業

（つづき）

（単位：千円）

実績額事業名 事業内容

○技術支援等

支援件数

区役所、医療・福
祉・教育機関等への
技術支援・援助

969件

○組織育成

支援件数
組織育成(家族会等
への協力)

26件

○判定・審査業務

3,166件

16,890件

2,677件

21件退院請求、処遇改善請求審査

精神障害者手帳の等級判定

自立支援の支給認定

医療保護入院の入院届等審査

○ひきこもり支援センターへの相談件数

計

1,361件

885件

158件

264件

2,668件

電話相談

来所相談

訪問相談

メール相談
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所属名

福祉関係主要事業報告

こころの健康センター

令和５年度主要事業実績（つづき）

依存症支援者等研修事業 　依存症は適切な治療と支援により回復が十
分に可能な疾患であるが、依存症の特性や依
存症の専門医療機関・専門医の不足等から、患
者や家族が必要な支援を受けられていない状
況にあるため、依存症に対応できる人材（医療
関係者や各種相談員等）育成を行った。

286

（新規）

社会復帰支援事業 　精神障がい者の社会復帰を支援するため、
就労支援講演会やピアサポーター養成を行っ
た。

274

地域自殺対策緊急強化 　自殺対策として、第2期熊本市自殺総合対策
計画を策定した。重点施策として、「こども・若
者の自殺への対策」「女性の自殺への対策」「自
殺未遂者の再度の自殺企図を防ぐ対策」を位
置づけた。
具体的対策として、自殺対策連絡協議会の開
催、ゲートキーパー養成研修、相談（SNS・包括
相談会）、普及啓発活動等を実施した。
・ゲートキーパー養成数：1,822人
・SNS相談対応件数：延べ3,157件

35,745

事業

事業名 実績額

（単位：千円）

事業内容

○依存症支援者研修

実施回数

参加者数

実施回数

参加者数

実施回数

参加者数
薬物

1回

159人

ギャンブル
1回

99人

アルコール
2回

110人

実施回数

参加者数

実施回数

参加者数
ピアサポート講座

1回

12人

精神障がいピアサ
ポート講演会

1回

39人
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所属名

令和５年度主要事業実績

こどもの権利サポートセン
ター開設準備経費（新規）

　こどもホットラインを相談窓口として、学校内
外を問わず、こどもの権利に係る相談を受け、
ケースに応じた支援策をトータルコーディネー
トし、関係機関と連携して事案の早期解決に向
けて取り組んだ。

11,376

福祉関係主要事業報告

こどもの権利サポートセンター

（単位：千円）

事業名 事業内容 実績額
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所属名

令和５年度主要事業実績

少子化対策推進事業 　少子化問題に対応するため、結婚、妊娠・出
産、子育ての「切れ目のない支援」として、子育
てしやすい職場環境整備をすすめる子育て支
援優良企業の認定、結婚ボランティアを活用し
た婚活支援、結婚支援セミナー・イベントの開
催、結婚応援団体に対する活動助成等を実施
した。令和5年度は、子育て支援優良企業とし
て新規20社を含む全24社の認定を行った。

4,598

福祉関係主要事業報告

こども政策課

（単位：千円）

事業名 事業内容 実績額

こどもの未来応援基金 　次代を担うこどもたちを心豊かで健やかに
育てることを目的とし、子育て支援やこどもの
健全育成活動を自主的に展開している団体等
に対して、基金の運用収益を利用し、活動費の
助成を行った。また、令和5年度は子育て支援
センター・児童館等への玩具・本・教材支援も
実施し、77の個人、団体及び施設に対して、総
額9,032千円の助成を行った。（内訳：41個
人・団体／36施設）

94,770

関係経費（拡充）
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所属名

令和５年度主要事業実績 （単位：千円）

福祉関係主要事業報告

こども支援課

事業名 事業内容 実績額

こども医療費助成 　養育者の経済的負担を軽減するとともに、こ
どもの健康保持と健全な育成を図るため、こ
どもの医療費を助成した。
　令和５年１２月から、助成対象者を高校３年生
相当まで拡充するとともに、保険調剤に係る
医療費を無料とした。

2,415,247

（拡充） （扶助費のみ）

○平成30年1月から実施

無料

無料

○平成30年12月から実施

無料

無料

歯
科

入院 無料

外来 無料

調剤

1,200円

1,200円

700円

700円

0歳～

2歳

3歳～

4歳

5歳～

6歳

小1～

小3

小4～

小6

中1～

中3

医
科

入院 無料

外来 1,200円700円

歯
科

入院

外来 1,200円

調剤

無料

無料 700円

700円 1,200円

小4～

小6

中1～

中3

医
科

入院

外来

0歳～

2歳

3歳～

4歳

5歳～

6歳

小1～

小3

無料

700円 1,200円

○平成29年12月まで実施

○平成30年1月から実施

無料

無料

歯
科

入院

外来 1,200円

調剤

無料

無料 700円

700円 1,200円

小4～

小6

中1～

中3

医
科

入院

外来

0歳～

2歳

3歳～

4歳

5歳～

6歳

小1～

小3

無料

700円 1,200円

小1～
小3

500円

500円

無料

無料

500円

500円

無料

医
科

入院

外来

入院

外来

歯
科

調剤

無料

無料

5歳～
6歳

3歳～
4歳

0歳～
2歳
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所属名

福祉関係主要事業報告

こども支援課

令和５年度主要事業実績（つづき） （単位：千円）

事業名 事業内容 実績額

　児童が病気あるいは病気回復期において、
保護者が家庭で保育を行うことができない期
間内、一時的に施設で保育を行った。平成28
年4月から、圏域市町村内の施設において、熊
本市と近隣市町村の住民が相互利用可能と
なっている。
　また、利用者の利便性向上と施設の周知を
図るため、「熊本市結婚子育て応援サイト」に病
児・病後児施設の施設毎の空き状況等を掲載
している。
　そのほか、病児・病後児保育施設の看護師等
が保育所や子育て支援センターを巡回し、感染
症予防に関する指導・助言を行った。

100,960病児・病後児保育事業

○対象児童　小学校6年生までの児童
○利用料　　1日1人あたり2,000円
　※利用料減免制度あり
　　生活保護世帯　利用料免除
　　市県民税非課税世帯　利用料半額免除
○施設数　8施設
○実績 令和5年度延べ利用者数3,501人

こんにちは赤ちゃん事業 　母子の心身の状況や養育環境等を把握し、支
援を必要とする親子を早期に発見するため、
生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を
対象として訪問等により支援した。
訪問対象件数：5,368
訪問件数：5,322
訪問率：99.1％

20,841
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所属名

福祉関係主要事業報告

こども支援課

令和５年度主要事業実績（つづき） （単位：千円）

事業名 事業内容 実績額

産後ケア事業（拡充） 46,429　熊本市内に住所を有する原則産後1年未満
の母親と新生児及び乳児に対し、健やかな育
児ができるよう支援を行った。
　令和5年度から日帰り型を1日型・3時間型・
2時間型に細分化し、利用しやすいよう工夫し
た。
利用者数　1,072人
・延べ利用数
　　宿泊型：（延べ）467人
　　日帰り型（1日型）：（延べ）1,680人
　　日帰り型（3時間型）：（延べ）903人
　　日帰り型（2時間型）：（延べ）1,749人

出産・子育て応援交付金 677,539

事業

　妊娠時から、妊婦や低年齢期（０～２歳）の子
育て家庭に寄り添い、必要な支援につなぐ「伴
走型相談支援」の充実を図るとともに、妊娠
期・出産期の「経済的支援」（妊娠時及び出産後
に各５万円を支給）を一体として実施した。
・妊娠届出時：6,907人、出産後：5,824人
　総支給額：636,550千円
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所属名

令和５年度主要事業実績

の実施

地域型保育事業の実施 　子ども・子育て支援新制度移行に伴い、地域
型保育事業を実施し、3歳未満児の待機児童
解消を図った。

3,083,071

保育士就職支援事業 　保育士不足を解消するため、保育士の資格
を持ちながら保育所に勤務していない潜在保
育士の保育所へのスムーズな再就職を支援す
ることを目的とした研修会を開催した。
〔実施回数〕 年1回（7月）

4,300

【私立】
社会福祉法人等が実施する施設整備等に要す
る費用の一部を負担（補助）することにより、
児童の福祉の向上を図った。

〔実施園〕
　改築2件（令和4年度繰越分）
　改築2件（令和5年度分）
※２ヵ年計画で整備を行う１施設については、
各年度で１件と計上。

610,537

保育施設の整備 【公立】
　公立保育所の施設整備を実施し、保育環境
の向上を図った。
〔実施園〕
〇池上保育園　外壁その他改修工事
〇幸田保育園　外壁その他改修工事
〇西里保育園　外壁その他改修工事　　　　　外

161,319

保育の実施 29,116,098

福祉関係主要事業報告

保育幼稚園課

（単位：千円）

事業名 事業内容 実績額
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所属名

福祉関係主要事業報告

保育幼稚園課

令和５年度主要事業実績（つづき）

待機児童支援助成事業 　認可保育所の入所要件を満たし、入所申込を
行っても入所できない児童について、月単位
で認可外保育施設を利用している保護者のう
ち、低所得者層（認可保育料の算定基礎となる
市民税所得割額が９７，０００円未満）に対し、
利用料の一部について支援を行った。

94

の実施

認可外保育施設の指導 　児童福祉法に基づき、認可外保育施設一部
の指導監督を行った。
〔施設数〕　143施設
※新型コロナウイルス感染症による影響によ
り、新規及び証明書未交付施設を優先して3６
施設立入調査を実施。

5,295

監督

地域型保育事業の指導 　児童福祉法等に基づき、地域型保育事業の
指導監督を行った。
〔施設数〕　73施設
※新型コロナウイルス感染状況を見ながら、実
地指導監査を行った。

ー

監督

（単位：千円）

事業名 事業内容 実績額
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所属名

令和５年度主要事業実績

(3)啓発活動
　オレンジリボンサポーター養成講習会を18
回開催し、延べ714人が受講した。また、児童
虐待防止推進月間にあわせ、オレンジリボン
キャンペーンを展開し、熊本城ライトアップや
テレビ・ラジオ・SNS・市広報紙等の媒体を活
用し、広く啓発・周知することにより児童虐待
防止の推進を図った。

(2)熊本市の虐待対応件数

福祉関係主要事業報告

こども家庭福祉課

（単位：千円）

事業名 事業内容 実績額

要保護児童対策事業 (1)熊本市要保護児童対策地域協議会
（54機関で構成）
　支援対象児童等の早期発見、適切な保護・支
援を図るため、情報交換及び協議を実施した。
・代表者会議：１回
・実務者会議：各区ごとに１回
・区連絡会議：12回×５区＝60回
・個別ケース検討会議：5区計１８３回
・ゆりかご専門部会
　短期的検証・中期的検証：４回開催

27,482

（要保護児童対策地域協議
会運営・子どもを守る地域
ネットワーク機能強化・オレ
ンジリボンキャンペーン）

児童相談所における虐待対応件数の推移

各区役所における虐待対応件数の推移
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所属名

福祉関係主要事業報告

こども家庭福祉課

令和５年度主要事業実績（つづき）

こどもの居場所 　家庭や学校に居場所がないこどもたちを対
象に安心・安全な居場所を提供し、こどもとそ
の家族が抱える多様な課題に応じた支援を包
括的に実施した。

6,595

支援整備事業

(新規)

こどもの権利擁護 　こどもの権利擁護の推進を目的として、こど
もの権利擁護に関する普及・広報活動、意見表
明等支援員の確保・育成、こどもの意見表明の
支援等といった取組を実施した。

7,778

推進事業

(新規)

・意見表明件数(延べ件数)　19件

・訪問施設数　4施設

ヤングケアラー 　ヤングケアラー（本来大人が担うと想定され
ている家事や家族の世話などを日常的に行っ
ているこども）を早期に発見し、適切な支援に
つなげるため、ヤングケアラーコーディネー
ターを1人配置し、関係機関と連携した支援体
制の構築、研修や広報啓発活動を行った。

3,312

支援体制強化事業

事業名 事業内容 実績額

児童家庭支援センター 　地域の児童、家庭の福祉の向上を図ることを
目的とし、地域の児童の福祉に関する各般の
問題につき、児童に関する家庭その他からの
相談に応じる相談支援事業を実施した。

　児童相談所や保健こども課をはじめ、関係機
関とも連携し支援を実施することで、家庭から
の相談に早期に対応し、児童虐待を未然に防
ぐなどの成果を上げた。
　また、熊本市公式LINE等での広報活動を行
い、センターの認知度向上に努めた。
　
・児童家庭支援センターへの相談件数
　令和5年度延べ相談件数4,980件

26,760

運営事業

（単位：千円）

・利用実人数　8人

・利用延べ日数　366日
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所属名

令和５年度主要事業実績

産前・産後母子支援事業    出産後の養育について、出産前において支
援を行うことが特に必要と認められる妊婦（特
定妊婦）等への相談支援事業を実施した。

①妊娠、出産について悩む妊婦のため
　の相談窓口（にんしんSOS熊本）
　・24時間年中無休、専用電話で対応
　・令和５年度延べ相談件数1,890件

②個別支援
　子育て支援、住居支援、自立支援等を実施

10,400

妊娠相談支援体制 　予期せぬ妊娠に悩む方や特に支援を必要と
する妊婦等に対し、専門職が伴走型相談支援
を行うほか、男女を問わず性や生殖に関する
ライフステージに応じた切れ目のない健康支
援を実施した。

・令和5年度延べ相談件数　666件

・性に関する支援者向け研修会、性に関する講
演会等を実施

3,954

強化事業（新規）

福祉関係主要事業報告

妊娠内密相談センター

（単位：千円）

事業名 事業内容 実績額
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所属名

令和５年度主要事業実績

発達障がい者支援セン 　発達障がい児者とその家族が身近な場所で
支援を受けられるよう、関係機関と連携し、適
切な配慮を持って総合的な支援を行った。ま
た、発達障がい者地域支援マネジャーによる関
係機関への支援方法の助言・研修・啓発や支援
人材育成、地域支援強化を図るとともに困難
事例への対応も行った。
・相談・発達・就労支援件数：3,085件
・地域支援ﾏﾈｼﾞｬｰによる支援件数：301件

33,020

ター運営事業経費

ペアレントトレーニング 　保護者が発達障がいの特性を理解し適切な
対応方法を学ぶ場や、保護者同士の相互交流
の場を設けた。また、発達障がいに関する講演
会や、保育園等における発達支援コーディネー
ター養成を行った。
・ﾍﾟｱﾚﾝﾄﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ　  124人参加
・ﾍﾟｱﾚﾝﾄﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ　164人参加
・発達支援コーディネーター養成事業
 園長研修会　99人参加
 基礎講座　21人参加
 応用講座　60人参加
 スキルアップ講座　62人参加
 巡回相談　27人参加

17,960

事業

子育てスマイルサポート 　専門職を区役所保健こども課に派遣し、乳幼
児健診後等の相談・支援業務を行うとともに、
支援機関等と連携した支援を行った。
・専門職相談件数：201件

8,903

事業

地域療育関連経費 　こどもの障がいを早期に発見し、障がい児が
住み慣れた地域で専門的な支援を受けられる
支援体制の充実を図るため、療育支援ネット
ワーク会議（テーマは「よりよい発達支援シス
テムの構築のための地域連携のあり方」）の開
催や、地域単位での連携を図るための支援者
の研修会等を行った。

299

福祉関係主要事業報告

こども発達支援センター

（単位：千円）

事業名 事業内容 実績額

こども発達支援センター 　障がい又は障がいの疑いのあるこどもに適
切な支援を行い、保護者の子育てに対する不
安や悩みを軽減するために、医師、心理相談
員、言語聴覚士、作業療法士、理学療法士、保
育士、教育支援相談員による相談、診察、検
査、初期の療育に関する支援、地域支援等を
行った。
・相談支援件数：9,622件

29,353

運営経費
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所属名

令和５年度主要事業実績

里親養育包括支援 　里親支援に係る一連の業務（フォスタリング
業務）の包括的な実施体制を業務委託により
構築し、こどもの養育の受け皿となる里親の
増加及び質の高い里親養育の拡充を図った。

（再掲）61,518

（フォスタリング)事業

福祉関係主要事業報告

児童相談所

（単位：千円）

事業名 事業内容 実績額

児童相談業務 　こどもに関する家庭その他からの相談に応
じ、こどもが有する問題またはこどものニーズ
や状況等を的確に捉え、個々のこどもや家庭
に適切な援助を行った。

3,258,284

主な児童相談対応件数

令和5年度

1,529件

102件

71件

753件

130件

2,585件計

相談種別

児童虐待相談

養護相談

非行相談

障がい相談

育成相談等

ラジオタウン情報誌等
への広報宣伝

掲載回数 51回

企業・店舗への
ポスター掲示

掲載枚数 278枚

周知・啓発活動(チラシ・ポケッ
トティッシュ等配布)

チラシ配布毎数 61,130枚

ポスティング チラシ配布世帯数 4,400世帯
地域回覧版掲載 掲載地域数 2地域

実施回数 8回

延べ参加者数 50名
実施回数 7回

延べ参加者数 268名

実施回数 11回
延べ人数 117名

市電額面パネル広告 車両台数 8台
都市バスシート広告 車両台数 １台

バス側面広告 車両台数 １台
街頭電子看板広告 実施ヵ所数 20ヵ所

映画館全スクリーン
広告

実施ヵ所数 1ヵ所

コミュニティビジョン放映 実施ヵ所数 5ヵ所
里親パネル展示 実施ヵ所数 48ヵ所

SNS運用

実施回数 10回

延べ参加人数 89人

実施回数 ４回

延べ参加人数 60人

実施回数 ３回

延べ参加人数 34人

熊本市里親フォーラム 参加人数 295名
里親上映会「ある家族」 参加人数 100名

TKUテレビ熊本　番組出演告知 実施回数 1回

インスタグラム、
フェイスブック

登録里親のスキルアップ
(研修開催等)

法定里親研修会　  (新規登録)

法定里親研修会　 (更新)

里親制度説明・座談会
(陽だま里カフェ)

出前講座

その他の制度説明
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所属名

福祉関係主要事業報告

児童相談所

令和５年度主要事業実績（つづき） （単位：千円）

（つづき）

　養育里親　　　　　　　　110世帯
　（うち、専門里親　　　　　 6世帯）
　養子縁組希望里親　　　51世帯
　親族里親　　　　　　　　　　7世帯
　登録里親　　　　　計　168世帯

事業名 事業内容 実績額

里親養育包括支援 登録里親数について
（令和6年３月31日現在）

（フォスタリング)事業
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